
令和7年度環境に関する市民・事業者
意識調査結果について【市民】

市民の環境意識と行動①

地域での環境保全活動に参加しているか？
・54.1%の市民が活動への参加意欲を持つ

（「積極的に参加」「以前参加した」「機会があれば」の合計）

・ 年代が高い人の方が参加傾向。10代の参加率、参加希望も高い。

・参加の阻害要因として「時間がない」「情報がない」が上位。

7.0%

29.9%

17.2%
44.3%

1.5% 積極的に参加

以前参加した

機会があれば

参加していない

回答なし

市民意識調査

対象：満18歳以上の住民（無作為抽出） 配布：2,000通

有効回答：923件（回収率 46.2%）
353件(WEB回答数)
570件(紙媒体回答数)

期間：2025年12月15日～2026年1月12日

設問：問1～問21

現在、参加経験のある環境保全活動は？

・ 「清掃・美化活動」が圧倒的な主流

河川や公園などの清掃活動への参加率が83.3%。

・年代が上がるほど清掃活動の割合が高まるが、10代は「自然・

 生物保護」、20代は「リサイクル」への関心が他世代より高い。

・自主的な企画や啓発活動の少なさ

多くの参加者が運営側ではなく、既存の清掃プログラムに「参加

する」形で関わっている現状が浮き彫り

83.3%

41.1%

11.1%

6.5%

5.0%

2.1%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

河川や道路、公園などの清掃・美化

資源の回収やリサイクル活動

自然や生き物を守る活動

環境学習活動の企画・運営・支援

省エネルギーの実践や啓発活動

その他

回答なし

市民の環境意識と行動②

今後参加してみたいと思う環境保全活動は？

・ 「清掃・美化」が引き続き意欲のトップ

今後の参加が期待される活動。

・「リサイクル」と「自然保護」への高い期待

「身近で具体的な成果が見えやすい」活動として市民の関心を

集めている。

・専門的な活動への参加意欲は限定的

参加を促すための仕組みづくりが今後の課題。

55.6%

38.6%

36.4%

15.0%

10.2%

1.4%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80%

河川や道路、公園などの清掃・美化

資源の回収やリサイクル活動

自然や生き物を守る活動

省エネルギーの実践や啓発活動

環境学習活動の企画・運営・支援

その他

回答なし

現在の大津市について（達成指標３つの結果）

20.5%

20.7%

4.9%

57.1%

62.0%

34.3%

18.7%

14.1%

49.6%

2.1%

1.6%

9.0%

1.6%

1.6%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人と豊かな自然環境が共生できている

健康で快適に暮らすことができるまち

である

環境問題に関心がある人が多い

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 回答なし

前回調査
（R元年度)

目標
（R12年度)

評価

38% 50％以上 未達成

７７％ 82%以上 達 成

65％ 72％以上 達 成

39.2%

82.7%

77.6%

・環境問題関心のみが「未達成」

前回調査よりは1.2pt向上したものの、目標（50％以上）に対して、10.8pt届いていない。

・環境意識における「関心の薄さ」が課題（否定的な層「あまりそう思わない」「そう思わない」が合計で58.6%）

生活の満足度は高いものの、個々の環境意識（関心）への結びつきが弱い点が、今後の政策上の大きな課題。

・「健康・共生」への高い肯定的評価

前回調査時（77%および65%）と比較して数値が大幅に向上。市民の実感としてポジティブな変化が発生。

59.3%

56.0%

41.1%

40.9%

22.9%

0% 20% 40% 60% 80%

自然災害分野

水環境・水資源分野

健康分野

農林水産業分野

自然生態系分野

大津市が重点的に取り組むべき温暖化の適応策は？
・「自然災害」、「水環境・水資源」への危機感の強さ

「自然災害（59.3%）」と「水環境・水資源（56.0%）」への関心

が高い。

・「農林水産業分野」への関心の高まり

前回調査と比較し、関心が急増（+17.2pt）。

近年の猛暑や不作や物価高の影響が考えられる。

・健康への適応ニーズの高まり

高温化に対する適応策も強く要求。

・「身近な生活」に関連する対策が上位を独占

市民が直接取り組んだり、恩恵を感じたりしや

すい項目に高い関心が集中。

・「省エネ意識」の急上昇

前回調査と比較し、関心が急増（+18.2pt）。

昨今の燃料価格高騰が要因と考えられる。

・「再エネ」から「省エネ・効率化」へ優先度シフト

「個人の取り組み」や「既に普及したもの」として

  認識され始めた可能性がある。

アンケート結果（市民・事業者）から得られた、成果と課題

23.7％

前回調査

成果 課題

自然共生と生活の質の高い満足度
市民の約8割が満足と回答。前回より大幅に改善（問10）

気候変動を生活課題と認識
抽象的な議論から、日々の暮らしの変化として浸透
（問11, 問15）

10代の高い意識と参加意欲
資源循環への関心が高く、参加にも意欲的（問4, 問5）

受益者負担への高い理解
環境保全のための負担を96.3%が容認（問9）

省エネ対策への関心が急増
価格高騰を背景に前回調査比で18.2pt増と大幅に上昇
（問14）

基本行動の高い定着度
3Rや美化活動は、日常生活に根ざしており、高水準で実践
（問3）

脱炭素への前向きな姿勢
現状以上の対策を求める声があり、市の積極的な関与に期待
（問13）

「ゼロカーボンシティ宣言」の認知不足
約3分の2が「知らない」と回答。広報周知が大きな課題（問
12）

情報不足による「参加の壁」
不参加の主な理由は、内容・方法の無知。広報周知が課題
（問8）

環境教育への低い関心
全世代で低調。次世代育成の認識向上が課題（問4, 問
18）

脱炭素・再エネの理解と実践の乖離
循環（ごみ）の課題に比べて、再エネ等の実践は未浸透（問
3）

現役世代への機会創出
対象の小中学生偏重を解消し、社会人の自分事化が課題
（問16）

公共交通利用の個人差
関心は高いが、実際の利用実態には大きなばらつきあり（問3, 
問14）

【資料1】

53.7%

50.5%

45.9%

40.7%

40.1%

1.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみの減量やリユース・リサイクルの促進など

循環型社会の形成

公共交通機関や自転車など、

環境負荷の少ない移動手段の利用促進

省エネルギー対策によるエネルギー使用量の

削減

都市機能の集約や緑地の保全と推進など、

環境負荷の少ないまちづくり

太陽光発電など再生可能エネルギーの普及

その他

回答なし

前回調査

27.7％

大津市が重点的に取り組むべき温暖化の緩和策は？



事業者意識調査

対象：市内に事業場を有する事業者（無作為抽出） 配布：1,000通

期間：2025年12月15日～2026年1月12日 有効回答：306件（回収率 30.6%）
100件(WEB回答数)
206件(紙媒体回答数)設問：問1～問１５

事業者の取組と課題① 事業者の取組と課題②

事業所の環境保全活動の実施状況は？（上位項目）

・「廃棄物リサイクル」が最多

多くの事業所の環境活動の第一歩として、優先度の高い

活動として定着。

・「省エネ・グリーン購入」も半数超え

コスト意識と連動した取り組みが標準化。環境保護と経

済性の両立を目指す企業の姿勢が反映。

前回調査（２７．６％）と比べて大幅に上昇（＋26.0pt ）。

・「自然共生サイト認定」に向けた伸びしろ

未着手層（今後実施したい＋予定なし）が35%以上いる

ため、認知度向上や支援策次第で拡大する余地あり。

61.4%

53.6%

51.0%

43.5%

39.2%

12.7%

20.3%

20.9%

17.3%

11.1%

5.2%

8.8%

11.4%

18.3%

10.1%

19.0%

15.4%

16.0%

20.6%

38.6%

1.6%

2.0%

0.7%

0.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%100%

廃棄物減量・分別の徹底とリサイクルの

推進

環境配慮型製品の購入、使用

（グリーン購入の推進）

冷暖房や動力などの省エネ運転など

省エネルギーの努力

自然共生サイト認定に向けた区域の保

全及び整備

大気汚染・水質汚濁・騒音・悪臭などの

公害防止

既に実施している 今後実施したい 実施の予定なし
当てはまらない 回答なし

環境保全活動の取組を進める上での課題は？

•

•

40.5%

31.7%

18.6%

18.3%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

手間、時間、労力がかかる

金銭的費用がかかる

取り組み方法がわからない、

活動に関する情報がない

事業内容からは、活動への取り組みの

必要がない

事業活動への効果が不明である

・「リソース不足（手間・時間）」が最大の障壁

金銭的コスト以上に、日々の業務の中で活動時間を確保

することが、事業者にとって最大の負担となっている。

・「ノウハウ不足」や「動機付け」にも課題

SDGｓなど持続可能性に関する適切な情報の提供や、環

境保全活動が事業者のメリットに結びつくことを知っても

らうための働きかけが必要である。

行政への期待と事業活動における気候変動の影響は？

行政に期待する支援（上位項目）

・設備導入等への財政的支援（24.2%）

・HP等での情報発信（23.2%）

・知識・技術習得の機会（17.0%）

事業活動への気候変動影響（上位項目）

・猛暑日（52.6%）

・ゲリラ豪雨（45.4%）

・台風、竜巻（45.1%）

•

気候変動への適応にあたり、行政に期待することは？

27.8%

25.2%

12.4%

11.8%

10.5%

3.6%

0% 10% 20% 30%

気候変動に対応（適応）への財政的な支援

を行う

市内の気候変動に関する将来予測等の情

報を提供する

研修会や講習会の実施など、気候変動へ

の対応（適応）に関する知識や技術を習…

環境技術等を気候変動対応（適応）策に活

かす取り組みを支援する

気候変動への対応（適応）に取り組んでい

る…

他事業者と脱炭素に向けた連携（コンソー

シアムの結成）の機会を提供する

研修会や講習会の実施など、気候変動への
対応（適応）に関する知識や技術を習得する
機会を設ける

環境技術等を気候変動対応（適応）策に活
かす取り組みを支援する

研修会や講習会の実施など、気候変動への
対応（適応）に関する知識や技術を習得する
機会を設ける

・直接的な財政支援が最大のニーズ

「財政的な支援（27.8%）」が最も高く、実装に伴うコスト

負担への助成要求の声が主流。

・地域に特化した予測データの重要性

「将来予測情報の提供（25.2%）」が僅差で続いており、

事業計画の策定に欠かせない科学的根拠を行政に要求。

・ソフト支援や企業間連携は発展途上

研修会や他社情報の提供は１０数％程度、連携機会の提

供は3.6%に留まり、まずは自助努力を支える基盤整備

が優先。

環境保全活動への取り組みに関する考え方は？
・「社会的要請」と「法令遵守」が活動の主要動機

外部環境の変化に対応せざるを得ないという受け身の

姿勢が目立つ（２項目で５割超）。

・CSR（社会的責任）としての意識も定着

「事業者の社会的責任」が22.9%という結果から、活動

を企業の義務として自発的に捉える層も一定数存在。

・環境と経済の好循環を目指す積極層は限定的

「環境貢献と経済的発展の両立（13.1%）」を掲げる攻め

の姿勢は少数に留まっており、ビジネスチャンスとしての

活用はまだ途上の段階。

法令等を遵守するため環境保

全活動に取り組まざるを得な

いので、必要最小限の取り組

みを進めていく

27.8%

サプライチェーンにおける要

請により環境保全活動に取り

組んでいく

4.6%

社会的要請により環境保全活動

に取り組んでいく

28.4%

環境保全活動への取り組

みは事業者の社会的責任

から不可欠である

22.9%

環境に配慮した製品・サービ

スを積極的に開発すること

で、環境へ貢献するとともに

経済的発展も遂げたい

13.1%

回答なし

3.3%

環境保全活動に取り組んだことによるメリットは？

大きなメリットがあった

4.9%

多少メリットがあった

16.0%

特にメリットはな

かった

12.1%

環境保全活動は行っていない

27.5%

わからない

37.6%

回答なし

2.0%

環境保全活動に取り組んだ結果、得られた具体的なメリットは？

・意識改革とイメージ向上が二大メリット

社内・社外両面での定性的効果が強く認識。

・コスト削減による経済的恩恵も顕著

省エネや資源循環といった活動が、経営効率の改善に直

接寄与している実態が裏付けに。

・本業への波及や新事業創出はこれからの課題

製品・サービス価値の向上や新ビジネスの創出といった

メリットは低位に留まる。

・メリットの実感度は約2割に留まる

具体的な恩恵を感じられている事業所はまだ限定的。

・効果認識の「不透明さ」が最大の課題

客観的に評価・把握できていない現状が浮き彫りとなった。

・目標設定の有無がメリット実感の鍵

目標や方針を定めている事業所ほどメリットを感じる傾向があり、

場当たり的ではない計画的な取り組みが、効果の実感につながる重

要な要素となる。

48.4%

45.3%

40.6%

17.2%

9.4%

4.7%

0% 20% 40% 60%

従業員の意識改革につながった

事業所のイメージアップになった

コスト削減につながった

本業の製品・サービスそのもの…

新たなビジネスにつながった

その他

本業の製品・サービスそのものの
価値が高まった

今後、地域で実施できそうな環境保全活動は？

・身近な清掃活動が地域貢献の主流

自社で完結でき、即効性のある活動が地域活動の

入り口として選択。

・外部イベントへの参加意欲は4分の1程度

自社主体だけでなく行政や市民との協働にも一定

の関心あり。

・消極層と積極層の二極化が顕著

「特にない」が最多回答（36.9%）で、具体的な活動

案を持つ層と、ハードルを感じる層への二極化。

36.6%

25.8%

17.0%

6.2%

5.2%

5.2%

4.9%

0.7%

36.9%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業所周辺の清掃等自らが主体となる取り…

市民や市が主催する環境保全活動への参加

従業員の環境ボランティア活動の支援

市民等の環境保全活動に対する場所の提供

市民等の環境保全活動に対する物品の提供

市民等の環境保全活動に対する技術的な…

市民等の環境保全活動に対する資金援助

その他

特にない

回答なし

事業所周辺の清掃等自らが主体となる取り組み

市民や市が主催する環境保全活動への参加

従業員の環境ボランティア活動の支援

市民等の環境保全活動に対する場所の提供

市民等の環境保全活動に対する物品の提供

市民等の環境保全活動に対する技術的な支援

市民等の環境保全活動に対する資金援助

その他

特にない

回答なし

令和7年度環境に関する市民・事業者
意識調査結果について【事業者】

【資料1】

行政への期待と事業活動における気候変動の影響は？

行政に期待する支援（上位項目）

・設備導入等への財政的支援（24.2%）

・HP等での情報発信（23.2%）

・知識・技術習得の機会（17.0%）

事業活動への気候変動影響（上位項目）

・猛暑日（52.6%）

・ゲリラ豪雨（45.4%）

・台風、竜巻（45.1%）
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